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平成4年度地研砺務局体制

学術梢報センターも整備に向けて動き始め、地研

もその一翼を担うこととなった。

今後は、従来にも増して、(1)地域に開かれた三

重短期大学づくりの一翼を担う機能、(2)地域問題

に関する悩報・資料収集機能、（3馳域問題に関す

る悩報発信機能、(4)地域問題に関する研究機能、

(5)学生教育への還元機能、(6)地域への教育・相談

機能などが求められるものと思われる。

地研は、研究蓄欄に支えられた深い洞察力と健

全な批判梢神に立脚し、いかなる立論に対しても

その合理的根拠を問い、それがどのような社会的

・客観的意味を有しているのかを常に確かめる態

度を保持している。さらに、恵法、地方自治法、

教育基本法等が掲げる平和主義・人権尊亜、民主

主義、住民自治、住民福祉の向上などの諸規範に

もとづいて価値判断を行う。

この意味で、自主研究は地研活動の中で最も亜

要なものとして位侭づけられるべきであろう．今

後、学内における地域問題の自主的研究を強化、

奨励するため、研究会（交流、学習目的）開催、

傾斜的予算配分の実行、鯛交研究活動への予算支

出などが考えられるべきであろうし、また現行プ

ロジェクトシステムの見直しや、メンバーの再福

も考えられるべき時期にきているのではないだろ

うか。

本年度の研究員詣兄の御健闘を期待し、その研

究成果の地域への還元に努めていく所存である。

題字岡本祐次前学長

自主研究体制の確立にむけて

室長柴橋正昭

地域問題総合調査研究室（以下、地研という）

は、「本学がよってたつ地域・都市に係わる行政

・政治・経済・社会・教育・文化・自然の各領域

にわたる諸問題の鯛在研究、及び、これらと関連

した地域社会に関する全般的研究を行い｣､もって、

「地域社会の生活と文化の向上に寄与し、あわせ

て、本学の教学の発展に資すること」を目的とし

て、昭和59年に股立された。

それ以後、地研は、「地域社会と住民に開かれ

た大学」をめざす本学の重要な一翼を担うべく、

(1)地域問題全般にわたる研究機関として、(2)地域

問題に関する教育・梢報センターとして多方面に

わたり地域社会に貢献してきた。

設立当初、専用施設もなく、人員・予算面で制

約きれた状況の中での出発であった。また、その

出発点において、学内合意や設置者の位世づけが

必ずしも十分であったとは言い難い。

しかし、自主研究において、研究成果をあげる

とともに、委託研究を通じて地域の研究ニーズに

応え、また、識師・委貝の派近を通じて、行政、

産業界、住民団体との人的交流を深め、地研は地

域社会における研究拠点としての地位を固めつつ

ある。

かかる状況下で平成3年3月に公表された第三

次津市長期総合計画後期基本計画において､｢また、

21世紀に向けた大学の在り方についても更に検討

を重ねながら、当面、時代のニーズにあった学科

の改編等を進める一方、図書梢報機能や地域問題

総合調査研究室機能の充実を図り、市民への学術

悩報提供サービスが行えるよう、附属図書館の施

設拡充と相まった（仮称）学術悩報センターの整

備を推進する｡」（89ページ）と本研究室の充実・

強化が咽確に位置づけられた。同時に、開学40周

年を目途として回寄航・地研を核としたく仮称）
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1992年度地域問題総合調査研究室研究員
1992年4月～1993年3月）（研究期間11

．Aプロジェクト

疋田敬志(代表）柴橋正昭雨宮照雄

【共同研究I「三亜県における行財政分析」

【個別研究】柴僑正昭「非営利団体の財務報告

の目的」

疋田敬志「三砿県行財政分析再詰」

「都市再開発における地

価問題と土地利用規制」

雨宮照雄「三亜県および県下市町

村における計画行政の進

展」(閥壷）

「三砿県における地域構

造の変遷」(続）

◎Bプロジェクト

東福寺一郎(代表）水谷郵佐武千恵子

【共同研究I「三亜県における生涯教育の現状と

課題」

◎Cプロジェクト

茂木陽一(代表）藤田修三

I共同研究】「｢三瞳県同和問題資料文献目録」

の作成、およびそのための三重県下

の同和問題関係資料の収集と整理」

◎Dプロジェクト

水谷規男(代表）茂木閣一杉山雄規前田俊文

I共同研究1「地域に開かれた大学づくりの総合

的卿壷・研究」

個人研究尾崎正利「三重県における外国人

労働者の就労実態に関す

る闘査」(継綻）

森岡洋「三亜県のタオル産業」

奨励研究員疋田敬志「21世紀の三亜」

－研究概要－

1．共同研究

◎Aプロジェクト･…･･個人研究を主とし、各研究

委貝の柑互研贈を行う。

「三砿県における行財政分析」

◇柴橘正昭

「非営利団体の財務報告の目的」

＊研究概要＊

現代資本主義においては、非営利団体が多租多

様な形態で存在するため、その利害関係者も多様

となり、非俳利団体の財務が悩報公開の上で果た
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すべき役割は、極めて亜要なものとなりつつある。

このため、財務報告の有用性を保障するため、会

計情報が持つべき特質が財務報告の目的との関係

から問い直されつつある。このため、非営利団体

の財務報告の目的及び会献慨報の特質が営利企業

のそれらといかなる類似性・相違性を持つもので

あるのか、また背後にある会叶観にはいかなる相

違があるのかということを中心に研究を進めてい

きたい。

◇雨宮照雄

①「三亜県および県下市町村における計画行政

の進展」（調壷）

②「三璽県における地域櫛造の変遷」（続）

＊研究概要＊

①計画行政と予算制度の改革の関係を中心にア

ンケート調査を実施する。

②戦後、三重県の産業・経済櫛造の地域川格差

を主として純生産に無点をあてて分析する。

◎Bプロジェクト

「三重県における生涯教育の現状と課題」

＊研究概要＊

従来に引きつづき、県内外の生涯学習推進の動

向を資料およびヒアリング等によって把掴し、三

亜県の生涯学習推進の現状を分析するとともに、

課題を導く。

◎Cプロジェクト

「『三亜県同和問題資料文献目録」の作成、お

よびそのための三重県下の同和問題関係資料の収

集と整理」

＊研究概要＊

同和問題研究プロジェクトにおいては、当面3

年間の予定で、三重県同和問題資料文献目録の作

成、および同目録のデータベース化に取り組む。

資料・文献は、同和対莱狩別措瞬法の施行を境

にく歴史編〉とく現状福〉に分け、並行して収塊

・整理作業を進める。

歴史糟では、県内各機関、各家所蔵資料を含む

未刊行原史資料、既刊行史資料、研究文献、新聞

雑弦記事等に分けてリストの作成、資料の収築を

進める。

現状縄では、地研現所蔵資料、三亜県庁・人椛

啓発センター所蔵資料の照会・整理とデータベー



ス化を進めるとともに、県内市町村へのアンケー

トの実施を検肘する。

初年庇においては、データベースの様式と史資

料の所在溺壷、地研現蔵史資料のデータベース化

を重点的に行い、作業の進展状況に応じて地研所

歳同和関係史資料文献目録の発行を行う。

◎Dプロジェクト

「地域に開かれた大学づくりの総合的鯛査･研

究」

＊研究慨要＊

21世紀を目前に控えて、高等教育機関としての

大学は、今後予想きれる18歳人口の激減、高等教

育ニーズの多橡化という厳しい1W勢の中で、学府

としての州の軽並を問われる時期に立っている。

とりわけ地方大学にとっては、学生に魅力ある大

学づくりに加えて、地域社会への大学貢献という

側面を重視していかなければ、その存続すら危う

いものとなろう。そこで、本プロジェクトは、三

亜短期大学のあるべき姿の模索を、地域問題とし

ての大学づくりという観点から総合的に鋼壷、研

究することを課題として股定することとする。

近時は、用地確保に悩む大都市圏ばかりでなく、

地方においても大学の郊外移転の例がみられ、大

学が知的文化を地域に還元し、都市全体に活力を

与える拠点となるという意味からは、あまり好ま

しくない事態も生じつつある。これに対して、三

並短期大学が瞳かれた地域環境は、江戸橘から徒

歩圏にあり、三亜大学、高田短期大学に近接した

立地条件があること、大学街としての開発可能性

を秘めた周辺が残されていること等からすれば一

身田、上浜地区の核となる施股としての充実を目

指しながら、「地域に開かれた大学」として機能

するための有利な条件を持っていると言えるIまず

ある。学内においても、すでにこの観点から大学

を核とした市街地整備の必要性が指摘され、学術

悩報センターの建股計画等を通じて、学術研究機

関としての施股面の充実と地域への知的1W報の還

元可能性の増大が同時に志向されている。本プロ

ジェクトも、このような観点から鯛査・研究する

こととするが、まず手始めに「地域の核としての

大学」「地域に開かれた大学」の実例を劉壷、検

肘する作業を行う。この作業を通じて、大学を核

として行われる地域開発の問題点や検肘課題を明

らかにすることができるであろう。そして股縛的

には、本プロジェクトでは、それらを三重短期大

学の発展に寄与し得る提言へと結び付けていきた

いと考えている。
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Ⅱ、個人研究

◇尼崎正利

「三亜県における外国人労働者の就労実態に関

する鯛壷」

＊研究概要

平成3年度においては、各機関の実施したアン

ケート餌壷等を収無し、各地における外国人労働

者の就労実態の概要を理解するとともに、実施可

能な隅壷方法、対象及び内容について検肘した。

平成4年度には、三砿県商工労働部が爽施する予

定の日系労働者及びI研修生に間する爽願綱在に参

加することとなり、予附的作業として、勝干の耶

業所に対して而接潤壷を行った。

本年度は、この実態閥壷に参加することにより、

日系労働者の就労実態、家族を帯同した珊合に生

じるであろう社会的な賭問題への対処方法などを

探って行きたい。ここでｲ’られた結果は、一定程

度ではあろうが国内に我留する外国人労働者への

対応策を検肘する際に有用であろうと思われるか

らである。

◇森岡洋

「三重県のタオル産業」

＊研究概要＊

三重県のタオルの産業の歴史、現状、将来展望

の分析を行う。なお、平成4年度においては、特

にアメリカのタオル産梁との比較を行ってみたい。

Ⅲ．奨励研究員

◇疋田敬志

「21世紀の三重」

＊研究慨要＊

1991,1992年度と2年間連続してI部ゼミ生徒

とともに、「現代の街づくりを考える一ﾘI例研究

津市一」をテーマに現代都市鑑、地域強、街づく

り篭を学んできた。津市を素材としてきたが、そ

の中では、特に次の論点を深めてきた。

l>臨海都市における囲海部のリゾート開発の総

合的検肘

派生的に、三亜県における水間題・海問題

一ざらにゴルフ場問題一産廃処理場測題

2)進行するスプロール化による地方都市楠適の

変化

10年で、2万戸の住宅述般一旧市街地の空

洞化、核家族化、老齢化と新興団地

3)上記都市栂造の変化の中での住民生活からみ

た都市の現題

交通



利便性と商店街握興

教育・公共施股配置の街づくり

4>地方都市における農業と街づくり

花木栽培と稲作

5)現代街づくり賎の通奏低音としての、土地法

制、都市計画法制、農業法・農振法法制の現

状と隈題

上記研究を一層進めて､三璽県全域における｢街

づくりと社会柵造諭」といったものに仕上げてい

きたいが、当面は、三亜県の現状分析と発展予測

を、人口、開発、経済、悩報化、土地・住宅、交

通、環境、資源リサイクル（水、ゴミ）などにつ

いてスケッチしてみたい。

企業家精神の発揮に向けて

バブル伽壊を契槻に始まった平成不況により、

日本経済は瓢実上、円高不況期以来のマイナス成

長となった。実際、昨年12月3日に発表された7

～9月の実質経済成長率は年率マイナス1.6％と

飛気停滞色が強まっていることを裏付けた。また、

擬気全体の動きにやや遅れて反応する屈用怖勢も

昨年10月には有効求人倍率が1倍を割り込んでい

る。

循環的な不況に加えて、株価・地価の下落に伴

う資産デフレという櫛造不況が虹なり、ヒト・モ

ノ・カネの3市珊が相互に影靭を及ぼしつつ、累

禰的な不況感が広まっており､バブル隅整不況(複

合不況）が予想以上に深刻であることを示してい

る。

バブル期に膨弧した股備投資と消費のストック

鯛整の谷はかなり深い。企業収益が悪化する中で

股備投資を減額してきた企業は、長期的な醜争力

確保の決め手となる研究開発関（R＆D）まで削

減せざるを伸ない状況に立ち至っている。しかし、

不況脱出のひとつのカギは、企業が横並びの保守

的な守りの姿勢から脱却して、それぞれの事業機

会を目指して『企業家輔神』を積極的に発抑でき

るかどうかということにかかっている。ただ単に、

不況が過ぎ去るのを待って経費を削減するだけの

消極的な対応では不況を一層深化きせて長期化さ

せることになるだろう。

企業家輔神を発抑するためには、その基礎とな

る技術力・怖報力の向上、商品開発能力・マーケ

ティングの都積、財務力の強化など総合的な経営

力の向上を図る必要がある。それゆえ、ソフト・

ハード両面に渡る経営資源の充実が必要である。

技術革新の急速な進展、消間者ニーズの多様化

・個性化・高庇化聯わが国経済を取り巻く環境諸

条件は急激に変蚊しつつあるが、かかる環境変化

に対応して新たな耶業分野を開拓して行くために
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柴橋正昭

は、従来の垣根を乗り越えた異分野（異業種）間

の経営資源の組み合わせや複合化による技術開発、

新製品開発、業態開発を行うことが必要となろう。

幹に、大企業と比べて事業分野が狭く、かつ、

技術力、資金力．マーケティング力等の面で不十

分な中小企業にあっては、異分野の経営資源の融

合化を通じて新事業開発を促進していくことが急

務である。

このような中小企業を取り巻く経済環境や社会

環境の変化に対応して健全な発展を遂げていくた

めには個別企業の内部で青年経営者が近代化に努

力するのはもちろんのこと、企業がグループとし

て近代化を推し進めることや業界全体で青年経営

者同士が主体的に業種業態に応じた近代化を図っ

てゆかねばならない。

以上のように、景気低迷が続く中で中小企業は

21世紀への生き残りをかけて積極的な経営唖路を

展開すべき時期に到達している。不況時はまた反

面ビジネス・チャンスとなることもあろう。この

ため、「生産・販売品目の見直し｣、「社内組織の

見直し｣、「生産体制の再絹成｣、「新規事業への進

出｣、「人員の配慨転換｣、「販売網の再絹成」など

『リストラクチャリング（事業の再栂築)」（以下、

リストラという）に取り組むべきである。本来、

リストラとは、「産業栂造の変化などにより、不

採算部門を切り捨て、将来性のある部門に進出し、

瓢案内容を再櫛築すること」を言い、その核心は、

固定費の圧縮や人材・資金など経営資源全般に渡

る効率的な再配分を行うことにある。

21世紀を目指した中小企業像としては、目先の

不況対策にとどまらず、長期的戟略としてリスト

ラを位鰹付けるべきであろう。このような観点か

らみれば、時代の波に流されることなく「長期的

な視野に立った自前の手作りのカルテ」を作成し、

「一般解」ではなく「特殊解」を探り出し、自助



努力でもって前途を切り開いていくのが青年経営

者の社会的使命であると言えよう。新しい成長軌

道をにらんだ企業の改革努力を促すために青年経

営者のもつ若者らしい自由な発想法でもって積極

的な企業経営に乗り出すべき時に来ていると思わ

れる。またリストラを推進していくためには、青

年経営者の内部で強力なリーダーシップが不可欠

である。この意味では、最気低迷下ではリーダー

シップを発揮する後継者づくりを目指し、より厳

しい育成策を実施することが企業内においても、

組合腎年部においても重要な課題となろう。

日本企業には、戦後小きな町工場から出発して

世界でも有数の優良企業になったものが数多く存

在する。当初は、中小企業として参入しうる企業

形態から出発し、独創的技術力、意欲的な市場開

拓力、きらに、積極的な企業家輔神によって発展

を遂げてきた。このような中小企業の企業家精神

の発揮による新規開業の一歩が、いずれは産業構

造の変革をもたらすこととなるのである。
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